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本
町
の
令
和
２
年
度
の
決
算
が
９
月
定

例
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

　

町
民
の
皆
さ
ま
に
納
め
て
い
た
だ
い
た

税
金
や
国
・
県
か
ら
の
支
出
金
、
地
方
交

付
税
な
ど
の
収
入
と
そ
れ
ら
の
支
出
先
を

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

問
合
せ
…
総
合
政
策
課
財
政
係
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一
般
会
計

　

歳
入
決
算
額
は
、
前
年
度
（
１
１
０
億

３
５
９
２
万
円
）
に
比
べ
23
・
０
％
増
の

１
３
５
億
７
７
７
６
万
円
と
な
り
ま
し

た
。
主
な
要
因
は
、
特
別
定
額
給
付
金
給

付
事
業
に
係
る
補
助
金
や
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付

金
の
皆
増
な
ど
に
よ
り
、
国
・
県
支
出
金

が
１
４
６
・
８
％
の
増
と
な
っ
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
す
。

　

歳
出
決
算
額
は
、
前
年
度
（
１
０
４
億

３
３
７
５
万
円
）
に
比
べ
24
・
８
％
増
の

１
３
０
億
２
０
８
２
万
円
と
な
り
ま
し

た
。
主
な
要
因
は
、
特
別
定
額
給
付
金
給

付
事
業
や
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
推
進
事

業
な
ど
に
よ
り
総
務
費
が
１
９
４
・
７
％

の
増
、
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
発
行

事
業
補
助
金
な
ど
に
よ
り
商
工
費
が

３
０
６
・
３
％
の
増
と
な
っ
た
こ
と
に
よ

る
も
の
で
す
。

　

上
里
町
に
お
い
て
は
、
安
定
的
な
住
民

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
、
徹
底
し
た

事
業
選
択
に
よ
る
効
率
化
、
施
策
の
重
点

化
や
財
政
の
ス
リ
ム
化
を
今
後
も
継
続
し

て
行
い
、
安
定
し
た
行
財
政
運
営
に
努
め

て
い
き
ま
す
。

◆令和２年度の主な事業と決算額
項目 事業名 金額 事業内容

総務費
特別定額給付金事業 30億9,161万円 コロナ禍において家計への支援を行うため、特別定額給付金

を給付しました。

地方創生推進事業 5,898万円 キャッシュレス決済の利用促進と地域経済活性化のため、ポ
イント還元事業を行いました。

民生費

子育て世帯臨時特別給付金
事業 3,929万円 コロナ禍において子育て世帯への支援を行うため、児童手当

受給世帯へ臨時特別給付金を給付しました。
子育て世帯応援臨時出産祝
金事業 1,580万円 コロナ禍において子育て世帯への支援を行うため、乳児（新

生児）を養育する方へ臨時出産祝金を給付しました。

衛生費

児玉郡市広域市町村圏組合
清掃施設運営事業 1億7,843万円 一部事務組合に対し、ごみ処理施設等の管理・運営に要する

経費の一部を負担しました。

上水道経営健全化事業 8,158万円 コロナ禍において家計への支援を行うため、水道料金等の減
免を行いました。

商工費
町内消費活性化推進事業 6,541万円 コロナ禍において地域経済への景気刺激策として、プレミア

ム付商品券の発行・販売を行いました。
町内商工業者応援給付金事
業 2,942万円 コロナ禍において売上が減少した町内商工業者に対し、応援

給付金を給付しました。

土木費

児玉工業団地アクセス道路
事業 1億5,376万円 工業団地へアクセスする道路を整備するため、用地取得や道

路整備を行いました。

道路新設改良事業 4,046万円 新設道路に係る詳細設計業務委託や地元要望に対応した改築
や舗装工事を行いました。

消防費

児玉郡市広域市町村圏組合
消防事業 3億6,848万円 一部事務組合に対し、消防本部の運営に要する経費の一部を

負担しました。

災害対策事業 1億4,498万円 防災備蓄用品等の購入や防災行政無線のデジタル化整備工事
等を行いました。

教育費
ＩＣＴ環境整備事業 1億2,724万円 ＧＩＧＡスクール構想に基づき、小中学校へ学習用ＰＣ、

ネットワーク環境の整備を行いました。

学校給食臨時補助金事業 5,462万円 コロナ禍において小中学校の保護者世帯へ支援するため、給
食費を補助しました。

◆歳入決算額内訳
項目 決算額 増減額 増減率

自
主
財
源

町税（町民税等） 39億5,591万円 ▲5,992万円 ▲ 1.5

繰入金
（基金等からの繰入） 6億4,705万円 3,500万円 5.7

その他
（前年度繰越金、手数料等） 8億4,065万円 ▲2億7,372万円 ▲ 24.6

依
存
財
源

地方交付税 11億5,295万円 5,064万円 4.6

国・県支出金 54億6,535万円 32億5,093万円 146.8

町債 6億1,355万円 ▲5億3,729万円 ▲ 46.7

その他
（地方消費税交付金等） 9億230万円 7,620万円 9.2

◆歳出決算額内訳
項目 決算額 増減額 増減率

議会費
（議会の運営費等の
経費）

1億287万円 105万円 1.0

総務費
（住民票の交付・町
税の課税徴収、選挙
などの全般的な管
理事務経費）

51億6,869万円 34億1,496万円 194.7

民生費
（高齢者・児童・障害
者福祉全般の経費）

35億797万円 ▲4億3,859万円 ▲ 11.1

衛生費
（健康増進やごみ処
理などに対する経費）

6億4,695万円 1億687万円 19.8

農林水産業費
（農業や畜産業の振
興などに対する経
費）

1億5,545万円 ▲3億5,773万円 ▲ 69.7

商工費
（商工業・観光に対
する経費）

1億3,455万円 1億143万円 306.3

土木費
（道路や河川、公園
整備などの経費）

7億5,631万円 5,062万円 7.2

消防費
（消防・防災に対す
る経費） 

5億3,202万円 1,674万円 3.2

町税
29.1%
町税
29.1%

自主財源
40.1％
自主財源
40.1％

依存財源
59.9％
依存財源
59.9％

繰入金
4.8%
繰入金
4.8%

その他
6.2%
その他
6.2%

地方交付税
8.5%

地方交付税
8.5%

国
県支出金
40.3%

国
県支出金
40.3%

町債
4.5%
町債
4.5%

その他
6.6%
その他
6.6%

総務費
39.7%
総務費
39.7%

民生費
26.9%
民生費
26.9%

商工費
1.0%
商工費
1.0%

議会費
0.8%
議会費
0.8%

土木費
5.8%
土木費
5.8%

消防費
4.1%
消防費
4.1%

衛生費
5.0%
衛生費
5.0%

農林
水産業費
1.2%

農林
水産業費
1.2%

教育費
8.4%
教育費
8.4%

公債費
7.1%
公債費
7.1%

用語解説
（歳入関係）

▶自主財源／町税や施設使用料など、町が自らの収入とすることができる財源
▶依存財源／地方交付税、国庫・県支出金など、国や県から交付される財源と借入金
▶地方交付税／地方公共団体の財政収支の不足を調整するために国から交付されるお金
▶国・県支出金／事業の財源として使い道が特定された、国や県から交付されるお金
▶町債／事業を行うために、町が国や金融機関から借りるお金

項目 決算額 増減額 増減率

教育費
（学校教育や社会教
育に対する経費）

10 億 8,854 万円 ▲3億6,169万円 ▲ 24.9

公債費
（町が借りたお金の
返済金）

9 億 2,661 万円 5,371 万円 6.2

諸支出金
（基金への積立など） 86 万円 ▲ 30 万円 ▲ 25.9

一般会計歳出　130億 2,082 万円

一般会計歳入　135億 7,776 万円
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令和２年度一般会計歳入歳出決算額を町民１人当たり町民１人当たり に換算すると

町民１人が負担した金額
128,568 円

町民１人に使われた金額
423,180 円

内訳 商工費　　　　  4,373 円
議会費　　　　　3,343 円 土木費　　　　 24,580 円
総務費　　　 167,984 円 消防費　　　　 17,291 円
民生費　　　 114,010 円 教育費　　　　 35,378 円
衛生費　　　  21,026 円 公債費　　　　 30,115 円
農林水産業費   5,052 円 諸支出金　　　　　　28 円

町税39億5,591万円、支出合計130憶2,082万円
　令和3年3月31日現在の総人口30,769人で計算

町内消費活性化推進事業
こむぎっちプレミアム付商品券 特別定額給付金事業

消費税引き上げ分の地方消費税（社会保障財源分）の使途について
　平成26年４月１日から消費税および地方消費税が５％から８％、令和元年10月１日から10％へ引き上げ
られたことに伴い、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経
費に充てるものとされています。

一般寄附金 町の基金残高
　令和２年度については、468件8,461,000円の⼀般寄附金
があり、下記のとおり受領しました。

　基金は、家計で⾔う貯金のことです。今後も決算
状況を踏まえ、可能な範囲での積立を行います。

◆一般寄附金の状況
使い道　　 充当先事業 金額

かみさとブランドの確立 農業振興事業 182,000円
町の魅力を全国へ情報発信 イメージアップ推進事業 132,000円
妊娠と出産の支援 母子衛生事業 554,000円
子育てしやすい環境の整備 地域子ども・子育て支援事業 568,000円
未来を担う子どもたちへの教育支援 学力向上推進事業 380,000円
安心安全で暮らしやすいまちづくり 交通安全対策事業 334,000円
町長が必要と認める事業 農業振興事業等 6,311,000円

◆町の基金残高の状況
基金の名称 残高

財政調整基金 14億3,812万円
減債基金 7億5,187万円
公共施設等用地取得
及び施設整備基金 11億7,833万円

いきいき福祉基金 4億5,400万円
教育施設整備基金 10億63万円
土地開発基金 2億138万円
奨学資金貸付基金 1億1,569万円

◆歳入
引上げ分の地方消費税収 3億2,735万円

◆歳出
社会福祉関係事業 17億9,826万円
社会保険関係事業 8億7,086万円
保健衛生関係事業 4,371万円

特
別
会
計

　

町
の
会
計
に
は
、
⼀
般
会
計
と
は

別
に
、
特
定
の
収
入
で
特
定
の
支
出

を
賄
う
「
特
別
会
計
」
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
特
別
会
計
は
、
事
業
の
収
支

を
明
確
に
す
る
た
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の

会
計
で
決
算
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

企
業
会
計

　

地
方
公
営
企
業
法
に
基
づ
き
経
理

さ
れ
、
利
⽤
料
金
な
ど
で
運
営
さ
れ

て
い
ま
す
。

財
政
状
況

全
項
⽬
で
健
全
化
基
準
を

ク
リ
ア

　

上
里
町
で
は
、
自
治
体
の
財
政
破

綻
を
未
然
に
防
ぐ
た
め
に
「
地
方
公

共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る

法
律
（
財
政
健
全
化
法
）」
に
基
づ
き
、

下
表
の
と
お
り
財
政
指
標
を
公
表
し

ま
す
。

　

こ
の
指
標
に
は
、
健
全
化
判
断
比

率
（
４
分
類
）
と
資
金
不
足
比
率
が

あ
り
、
財
政
状
況
が
良
好
か
ど
う
か

を
示
す
も
の
と
な
り
ま
す
。

　

国
が
示
す
こ
の
指
標
を
基
に
し
て
、

町
の
財
政
が
健
全
団
体
又
は
早
期
健

全
化
団
体
（
要
注
意
状
態
）
若
し
く
は

財
政
再
生
団
体
（
破
綻
状
態
）
の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
か
、
ま
た
、
各

会
計
の
経
営
が
ど
の
よ
う
な
状
態
で

あ
る
か
の
判
断
を
行
い
ま
す
。

　

こ
の
指
標
の
う
ち
、
⼀
つ
で
も
基

準
値
以
上
に
な
っ
た
場
合
に
は
、
財

政
の
健
全
化
に
向
け
た
計
画
の
策
定

及
び
取
組
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　

上
里
町
の
各
指
標
は
、
昨
年
と
同
様

に
基
準
を
下
回
っ
て
お
り
、
財
政
の

健
全
化
が
保
た
れ
て
い
ま
す
が
、
今

後
も
引
き
続
き
無
駄
の
な
い
財
政
運

営
に
努
め
、
⼀
層
の
財
政
健
全
化
に

取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

◆特別会計決算
会計名 歳入決算額 歳出決算額

国民健康保険 31億5,331万円 30億7,402万円

介護保険 19億5,176万円 19億2,079万円

後期高齢者医療 2億9,509万円 2億9,148万円

農業集落排水事業 1,850万円 1,655万円

◆上里町水道事業決算
区分 収入決算額 支出決算額

収益的収入
および支出 5億7,622万円 4億6,903万円

資本的収入
および支出 1億6,434万円 3億6,572万円

※ 資本的収支不足額は、水道事業会計の内部留保
資金などで賄っています。

◆上里町下水道事業決算
区分 収入決算額 支出決算額

収益的収入
および支出 2億5,608万円 2億4,749万円

資本的収入
および支出 1億5,548万円 2億3,317万円

※ 資本的収支不足額は、下水道事業会計の内部留
保資金などで賄っています。

◆健全化判断比率� （単位：％）

指標名 上里町 早期健全化
基準

財政再生
基準

実質赤字比率 赤字なし 14.33 20.0 

連結実質赤字比率 赤字なし 19.33 30.0 

実質公債費比率 8.6 25.0 35.0 

将来負担比率 - 350.0 -

◆公営企業における資金不足比率� （単位：％）

会計名 上里町 経営健全化基準

上里町水道事業 資金不足なし 20.0

公共下水道事業 資金不足なし 20.0

農業集落排水事業 資金不足なし 20.0

【用語解説】

実質赤字比率 標準財政規模に対する⼀般会計
等の赤字の割合

連結実質赤字比率 標準財政規模に対する町の全会
計の赤字の割合

実質公債費比率 標準財政規模に対する⼀般会計
等の借入金返済額の割合

将来負担比率 標準財政規模に対する⼀般会計
等が将来負担すべき負債の割合

※ 標準財政規模とは、地方税や普通交付税など通常
経常的に収入される⼀般財源で、令和２年度は
62億5,937万円です。
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